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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　目標転舵角に応じて操向輪の転舵角に対するハンドルの操舵角の比であるステアリング
ギア比を可変するギア比可変アクチュエータを備えた車両用操舵制御装置において、
　運転者の操舵力を検出する操舵力検出手段と、
　前記操向輪の実際の転舵角である実転舵角を検出する転舵角検出手段と、
　前記目標転舵角と実転舵角との偏差が所定値以下、かつ、操舵力の減少量が所定量以上
である場合、自励振動が発生する状況であると判断する自励振動発生判断手段と、
　自励振動が発生する状況であると判断された場合、前記目標転舵角を実転舵角として前
記ギア比可変アクチュエータの回転角指令値の変化を制限する自励振動抑制制御手段と、
　を備え、
　前記自励振動抑制制御手段は、前記回転角指令値の変化の制限中に前記目標転舵角と実
転舵角とが一致した場合、前記回転角指令値の変化の制限を解除することを特徴とする車
両用操舵制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の車両用操舵制御装置において、
　前記自励振動抑制制御手段は、自励振動が発生する状況であると判断されてから所定時
間経過後に前記回転角指令値の変化の制限を解除することを特徴とする車両用操舵制御装
置。
【請求項３】



(2) JP 5251028 B2 2013.7.31

10

20

30

40

50

　目標転舵角に応じて操向輪の転舵角に対するハンドルの操舵角の比であるステアリング
ギア比を可変するギア比可変アクチュエータを備えた車両用操舵制御装置において、
　前記目標転舵角と実際の転舵角である実転舵角との偏差が所定値以下、かつ、運転者の
操舵力の減少量が所定量以上である場合、自励振動が発生する状況であると判断し、前記
目標転舵角を実転舵角として前記ギア比可変アクチュエータの回転角指令値の変化を制限
し、当該回転角指令値の変化の制限中に前記目標転舵角と実転舵角とが一致した場合、前
記回転角指令値の変化の制限を解除することを特徴とする車両用操舵制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、操向輪の転舵角に対するハンドルの操舵角の比であるステアリングギア比を
可変する車両用操舵制御装置の技術分野に属する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の車両用操舵制御装置としては、操舵速度に比例してギア比可変アクチュエータ
のモータ目標駆動速度を制御することで、ハンドルが切り返し操舵された際のモータ慣性
に起因する転舵角のオーバーシュートを抑制するものが知られている（例えば、特許文献
１参照。）。
【特許文献１】特開平１１－３１０１４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ギア比可変アクチュエータは、ハンドルの中間シャフト上に配置されており、ハンドル
を支持点としてトルクを発生しているため、モータがトルクを発生している状態からハン
ドル手放しにより運転者の操舵力が小さくなると、モータの支持力が小さくなり、モータ
の回転角指令値と実際の回転角である実回転角との偏差が振動的に変化する、いわゆる自
励振動が発生する。
【０００４】
　この現象は、操舵速度が変化する前の段階で発生することから、操舵速度に応じてモー
タを速度制御する上記従来技術では、操舵力の減少に伴う自励振動を防止することができ
なかった。加えて、モータの支持力が小さくなっている場合、モータの速度制御を行うこ
とは困難である。
【０００５】
　本発明は、上記問題に着目してなされたもので、その目的とするところは、ハンドルの
手放し等、操舵力の減少に伴うギア比可変アクチュエータの自励振動を抑制することがで
きる車両用操舵制御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明では、目標転舵角と実転舵角との偏差が所定値以下、
かつ、操舵力の減少量が所定量以上である場合、自励振動が発生する状況であると判断し
、目標転舵角を実転舵角としてギア比可変アクチュエータの回転角指令値の変化を制限し
、当該回転角指令値の変化の制限中に目標転舵角と実転舵角とが一致した場合、回転角指
令値の変化の制限を解除する。

【発明の効果】
【０００７】
　本発明では、操舵力の減少に伴い自励振動が発生する状況となったとき、ギア比可変ア
クチュエータの回転角指令値の変化を制限するため、回転角指令値と実回転角（実際の回
転角）との偏差が振動的に変化するのを抑制することができる。
  この結果、ハンドルの手放し等、操舵力の減少に伴うギア比可変アクチュエータの自励
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振動を抑制することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明を実施するための最良の形態を、実施例１～３に基づいて説明する。
【実施例１】
【０００９】
　まず、構成を説明する。
  図１は、実施例１の車両用操舵制御装置の全体システム図である。
  ハンドル１０と前輪（操向輪）１１，１１を転舵する前輪操舵機構１２とを連結するコ
ラムシャフト１３には、操舵角センサ１と前輪操舵アクチュエータ（ギア比可変アクチュ
エータ）５と操舵力センサ（操舵力検出手段）６とが設けられている。
【００１０】
　前輪操舵アクチュエータ５は、例えば、モータと減速器等により構成され、コラムシャ
フト１３に、減速器を介してモータの出力軸が連結されている。この前輪操舵アクチュエ
ータ５は、コントローラ１４からの電流指令値により、コラムシャフト１３を介して入力
される回転を可変ギア比により減速して前輪操舵機構１２のステアリングギアへ出力する
もので、これにより、前輪１１，１１の舵角に対するハンドル１０の操舵角の比であるス
テアリングギア比を、操舵角や車速に応じて可変に制御する。
【００１１】
　図２は、実施例１のコントローラ１４の制御ブロック図であり、コントローラ１４は、
操舵制御コントローラ３と、前輪操舵コントローラ４とから構成される。
  操舵制御コントローラ３は、操舵角センサ１からの運転者操舵角と車速センサ２からの
車体速とに基づいて、目標前輪舵角（目標転舵角）を演算する。前輪操舵コントローラ４
は、目標前輪舵角に対して実際の前輪舵角である実前輪舵角（実転舵角）を一致させるよ
うに前輪操舵アクチュエータ５のモータに送る電流を制御する。
【００１２】
　操舵制御コントローラ３は、目標値生成部３１と、目標出力値生成部３２と、ロジック
開始・解除判断部（自励振動発生判断手段）３３と、制御切り替え部（自励振動抑制制御
手段）３４と、を備えている。
  目標値生成部３１は、操舵角センサ１からの運転者操舵角と車速センサ２からの車体速
とに基づいて目標ヨーレートを生成する。生成した目標ヨーレートは、目標出力値生成部
３２へ出力される。目標出力値生成部３２は、目標値生成部３１からの目標ヨーレートに
基づいて、目標前輪舵角演算値を生成する。
【００１３】
　図３は、実施例１の目標値生成部３１の制御ブロック図であり、目標値生成部３１は、
車両モデル演算部３１１と、目標値演算部３１２とを備えている。車両モデル演算部３１
１は、運転者操舵角と車体速とに基づき、２輪モデルを用いて車両パラメータを演算する
。演算された車両パラメータは、目標値演算部３１２へ出力される。目標値演算部３１２
は、操舵角と車体速と車両パラメータとに基づいて、車両の目標ヨーレートを決定する。
【００１４】
　ロジック開始・解除判断部３３は、操舵力センサ６からの操舵力（操舵トルク）と、目
標出力値生成部３２からの目標前輪舵角と、前輪操舵アクチュエータ５の実前輪舵角とに
基づいて、自励振動が発生する状況であるか否かを判断し、自励振動が発生する状況であ
ると判断した場合、制御切り替え部３４に制御フラグ＝１を出力し、自励振動が発生する
状況ではないと判断した場合、制御切り替え部３４に制御フラグ＝０を出力する。
【００１５】
　制御切り替え部３４は、制御フラグ＝０の場合、目標出力値生成部３２の出力である目
標前輪舵角演算値を目標前輪舵角として前輪操舵コントローラ４へ出力する。一方、制御
フラグ＝１の場合、実前輪舵角を目標前輪舵角として前輪操舵コントローラ４へ出力する
。制御フラグ＝１の場合、自励振動の発生を抑制する自励振動抑制制御が実行される。
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　前輪操舵コントローラ４は、目標前輪舵角と実前輪舵角との偏差に基づいて、前輪操舵
アクチュエータ５を駆動するPWM(Pulse Width Modulation)信号のデューティ指令値（デ
ューティ比）を演算し、演算されたデューティ指令値に基づいて前輪操舵アクチュエータ
５へ供給する電力（電流指令値）を制御する。ここで、実施例１では、前輪１１，１１の
実転舵角として、前輪操舵アクチュエータ５のモータの実回転角を計測している（転舵角
検出手段に相当）。よって、目標前輪舵角と実転舵角との偏差は、目標前輪舵角に対応す
る前輪操舵アクチュエータ５の回転角指令値と実回転角との偏差を比較することで判定し
ている。
【００１７】
　次に、操舵制御コントローラ３における車両モデル演算、目標ヨーレート生成、目標前
輪舵角生成について詳述する。
  ［車両モデル演算］
  車両モデル演算部３１１では、以下に示す車両モデルを用いて車両パラメータを演算す
る。
【００１８】
　一般に、２輪モデルを仮定すると、車両のヨー角加速度と横速度は、下記の式(1)で表
せる。
【数１】

ここで、
【数２】
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【数３】

である。
【００１９】
　状態方程式より前輪操舵に対するヨーレートの伝達関数を求めると、下記の式(3)とな
る。

【数４】

【数５】

【００２０】
　ヨーレート伝達関数は、式(3)より下記の式(4)と表される。
【数６】

ここで、
【数７】

である。
【００２１】
　以上から、車両パラメータ

【数８】

が求められる。
【００２２】
　［目標値演算］
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  目標値演算部３１２では、車体速V、車両パラメータと後述する目標値パラメータから
目標ヨーレートψ'*を求める。
【００２３】
　目標ヨー角加速度ψ''*は、式(4)から下記の式(6)により表される。
【数９】

【００２４】
　ここで、目標ヨーレートψ'*のパラメータは、下記の式(11)で表される。
【数１０】

  ただし、yrate_gain_map，yrate_omegn_map，yrate_zeta_map，yrate_zero_mapはチュ
ーニングパラメータである。
【００２５】
　よって、目標ヨーレートは、
  φ'*(s)＝φ''*(s)／s　…(8)
であり、目標前輪舵角θ*は、
  φ''*＝a11φ'*＋a12Vy＋bf1θ

*　…(9)
  θ*＝（φ''*＋a11φ'*＋a12Vy）／bf1　…(10)
と求められる。
【００２６】
　次に、ロジック開始・解除判断部３３の動作について説明する。
  ロジック開始・解除判断部３３では、自励振動が発生すると考えられる下記AND条件が
成立した場合には、制御フラグ＝１とする。これにより、目標前輪舵角を実前輪舵角とす
る自励振動抑制制御が実行される。
【００２７】
　(a) 目標前輪舵角と実前輪舵角との偏差が所定値以上
  ここで、所定値は、あらかじめ、モータの支持力を減少させたとき、自励振動が発生す
る状況を実験的に計測して測定することができる。
  (b) 操舵力の減少量が所定量以上となった場合
  ここで、所定量は、上記所定値の設定に対応させて、自励振動が発生する操舵力の減少
量を設定する。
【００２８】
　ロジック開始・解除判断部３３は、自励振動が発生する状況を脱したと判断される下記
条件(c)が成立した場合には、制御フラグ＝０とする。これにより、目標前輪舵角演算値
を目標前輪舵角とする通常制御へと復帰する。
【００２９】
　(c) 目標出力値生成部３２により演算された目標前輪舵角演算値が実前輪舵角と略一致
した場合、または制御フラグ＝１となってから所定時間経過後
  ここで、所定時間は、開始条件（偏差の所定値、操舵力の減少量）の状態から、目標前
輪舵角演算値＝実前輪舵角となる時間を求めることができるので、開始条件に合わせてあ
らかじめ設定する。
【００３０】
　［自励振動抑制制御処理］
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  図４は、実施例１の前輪操舵コントローラ４で実行される自励振動抑制制御処理の流れ
を示すフローチャートで、以下、各ステップについて説明する。
【００３１】
　ステップS1では、ロジック開始・解除判断部３３において、目標前輪舵角演算値（実際
はモータの回転角指令値）を読み込み、ステップS2へ移行する。
【００３２】
　ステップS2では、ロジック開始・解除判断部３３において、操舵力（操舵トルク）を読
み込み、ステップS3へ移行する。
【００３３】
　ステップS3では、ロジック開始・解除判断部３３において、実前輪舵角（実際はモータ
の実回転角）を読み込み、ステップS4へ移行する。
【００３４】
　ステップS4では、ロジック開始・解除判断部３３において、目標前輪舵角演算値と実前
輪舵角との偏差が所定値以上、かつ、操舵力の減少量が所定量以上であるか否かを判定す
る。YESの場合にはステップS5へ移行し、NOの場合にはステップS7へ移行する。ここで、
操舵力の減少量は、例えば、ステップS2で読み込んだ操舵力と、前回制御周期で読み込ん
だ操舵力（操舵力前回値）との比較により行う。
【００３５】
　ステップS5では、制御切り替え部３４において、目標前輪舵角を実前輪舵角とし、ステ
ップS6へ移行する。これにより、目標前輪舵角を実前輪舵角とする自励振動抑制制御が実
行される。
【００３６】
　ステップS6では、ロジック開始・解除判断部３３において、目標前輪舵角演算値が実前
輪舵角と一致したか否かを判定する。YESの場合にはステップS7へ移行し、NOの場合には
ステップS5へ移行する。ここでは、目標前輪舵角演算値と実前輪舵角との比較に代えて、
経過時間で判断してもよい。この場合、ステップS4でYESと判定されてから所定時間が経
過したか否かを判定し、YESの場合にはステップS7、NOの場合にはステップS5へ移行する
。
【００３７】
　ステップS7では、制御切り替え部３４において、目標前輪舵角を目標前輪舵角演算値と
し、リターンへ移行する。これにより、目標前輪舵角演算値を目標前輪舵角とする通常制
御が実行される。
【００３８】
　次に、作用を説明する。
  ［自励振動発生のメカニズム］
  ギア比可変アクチュエータは、ハンドルの中間シャフト上に配置されており、ハンドル
を支持点としてトルクを発生しているため、トルクを発生している状態で運転者の操舵力
が小さくなると、支持力が小さくなり、モータの回転角指令値と実際の回転角である実回
転角との偏差が振動的に変化する、いわゆる自励振動が発生する。この現象は、操舵速度
が変化する前の段階で発生するため、操舵速度に応じてモータを速度制御する上記従来技
術では、操舵力の減少に伴う自励振動を防止することができなかった。加えて、支持力が
小さくなっている場合、モータの速度制御を行うことは困難である。
【００３９】
　以下に自励振動の発生メカニズムを説明する。
  図５において、時点t0～時点ｔ1の区間では、ギア比可変アクチュエータの回転角指令
値と実回転角とは所定の偏差を持って力が釣り合った状態である。
【００４０】
　時点t1では、運転者の手放しにより、アクチュエータの支持点（ハンドル）がなくなる
（支持力が小さくなる。）。
【００４１】



(8) JP 5251028 B2 2013.7.31

10

20

30

40

50

　時点t2では、タイヤからの入力とアクチュエータ内部のメカフリクションが打ち消し合
い、アクチュエータ内部のモータ出力軸にかかる負荷が小さくなる。これにより、時点t2
～時点t3の区間では、実回転角がオーバーシュートし、ハンチングを始める（自励振動）
。
【００４２】
　時点t3以降では、ハンドルが操舵中立位置へと戻り始め、アクチュエータの回転角指令
値が実回転角に近づくと、アクチュエータにかかる負荷は増大し、回転角指令値と実回転
角とが釣り合い状態となる。
【００４３】
　［自励振動抑制作用］
  これに対し、実施例１では、操舵力の減少に伴い自励振動が発生する状況となったとき
、前輪操舵アクチュエータ５の回転角指令値の変化を制限するため、回転角指令値と実回
転角との偏差が振動的に変化するのを抑制できる。これにより、ハンドル１０の手放し等
、操舵力の減少に伴う前輪操舵アクチュエータ５の自励振動を抑制することができる。
【００４４】
　実施例１では、前輪操舵アクチュエータ５の回転角指令値の変化を制限する方法として
、実前輪舵角を目標前輪舵角としている。すなわち、図６に示すように、時点t1でハンド
ル手放しにより目標前輪舵角演算値（回転角指令値）と実前輪舵角（実回転角）との偏差
が所定値以上、かつ、操舵力が所定値以下となった場合、自励振動が発生する状態である
と判断し、ステップS1→ステップS2→ステップS3→ステップS4→ステップS5→ステップS6
へと進み、目標前輪舵角演算値が実前輪舵角と一致するまでの間（または所定時間が経過
するまでの間）、実前輪舵角を目標前輪舵角とする自励振動抑制制御を実施する。
  実前輪舵角を目標前輪舵角とすることで、前輪操舵アクチュエータ５の回転角指令値と
実回転角との偏差がなくなるため、自励振動の発生を確実に防止することができる。
【００４５】
　さらに、自励振動を無くすことで、ハンドル１０の操舵中立位置までの戻り時間を短く
し、ハンドル戻り性能を向上させることができる。図７に示すように、自励振動の影響に
よりハンドル戻り時間TBが長い従来技術に対し、実施例１では、ハンドル戻り時間TAがよ
り短くなるため、ハンドル戻り性能の点でも有利である。
【００４６】
　自励振動抑制制御中に目標前輪舵角演算値（回転角指令値）と実転舵角（実回転角）と
が一致した場合（時点t4）には、ステップS6→ステップS7へと進み、自励振動抑制制御を
解除し、目標前輪舵角演算値を目標前輪舵角とする通常の制御へと復帰する。すなわち、
目標前輪舵角演算値と実転舵角とが一致した場合には、前輪操舵アクチュエータ５にかか
る負荷が増大し、自励振動が発生する状況から脱したと判断できる。よって、自励振動が
発生しない状況では通常制御に復帰することで、操舵感への影響を極力排除し、自励振動
抑制制御に伴う操舵感の悪化を回避することができる。
【００４７】
　また、実施例１では、ステップS4において、操舵力の減少量に加え、目標前輪舵角演算
値と実前輪舵角との偏差が所定値以上となった場合に限り、自励振動が発生する状況であ
ると判断している。例えば、操舵力の減少量のみから自励振動が発生する状況であるか否
かを判断した場合、直進走行時の手放しやハンドルを軽く握っている状態であっても自励
振動が発生する状況であると誤判断してしまう。
【００４８】
　これに対し、実施例１では、操舵力の減少量に加え、目標前輪舵角演算値と実前輪舵角
との偏差に基づいて自励振動が発生する状況であるか否かを判断するため、直進走行時の
手放し等を自励振動が発生する状況であると誤判断し、不要な自励振動抑制制御が実行さ
れるのを防ぐことができる。
【００４９】
　次に、効果を説明する。
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  実施例１の車両用操舵制御装置では、以下に列挙する効果が得られる。
【００５０】
　(1) 目標前輪舵角と実前輪舵角との偏差が所定値以下、かつ、操舵力の減少量が所定量
以上である場合、自励振動が発生する状況であると判断するロジック開始・解除判断部３
３と、自励振動が発生する状況であると判断された場合、目標前輪舵角に応じた前輪操舵
アクチュエータ５の回転角指令値の変化を制限する制御切り替え部３４と、を備える。こ
れにより、ハンドル１０の手放し等、操舵力の減少に伴う前輪操舵アクチュエータ５の自
励振動を抑制することができる。
【００５１】
　(2) 制御切り替え部３４は、自励振動が発生する状況であると判断された場合、実前輪
舵角を目標前輪舵角とするため、自励振動の発生をより確実に防止することができる。
【００５２】
　(3) 制御切り替え部３４は、自励振動抑制制御中に目標前輪舵角と実前輪舵角とが一致
した場合、回転角指令値の変化の制限を解除するため、自励振動が発生しない領域におい
て、通常制御に対する自励振動抑制制御の介入を排除することができる。
【００５３】
　(4) 制御切り替え部３４は、自励振動が発生する状況であると判断されてから所定時間
経過後に回転角指令値の変化の制限を解除するため、自励振動が発生しない領域において
、通常制御に対する自励振動抑制制御の介入を排除することができる。
【実施例２】
【００５４】
　実施例２は、前輪操舵アクチュエータ５の回転角指令値の変化を制限する方法として、
実施例１に示した実前輪舵角を目標前輪舵角とする方法に代えて、デューティ指令値を固
定する方法を用いる例である。
  なお、実施例２の全体構成については、図１に示した実施例１と同様であるため、図示
ならびに説明は省略する。
【００５５】
　図８は、実施例２の操舵制御コントローラ３の制御ブロック図であり、操舵制御コント
ローラ３は、目標値生成部３１と、目標出力値生成部３２とを備えている。目標値生成部
３１は、操舵角センサ１からの運転者操舵角と車速センサ２からの車体速とに基づいて目
標ヨーレートを生成する。生成した目標ヨーレートは、目標出力値生成部３２へ出力され
る。目標出力値生成部３２は、目標値生成部３１からの目標ヨーレートに基づいて、目標
前輪舵角を生成する。
【００５６】
　図９は、実施例２の前輪操舵コントローラ４の制御ブロック図であり、前輪操舵コント
ローラ４は、デューティ指令演算部４１と、電流制御部（電流制御手段）４２と、ロジッ
ク開始・解除判断部（自励振動発生判断手段）４３と、デューティ指令補正値演算部４４
と、制御切り替え部（自励振動抑制制御手段）４５とを備えている。
【００５７】
　デューティ指令演算部４１は、目標前輪舵角と実前輪舵角との偏差に基づいて、前輪操
舵アクチュエータ５を駆動するPWM(Pulse Width Modulation)信号のデューティ指令演算
値（デューティ比）を演算する。
  電流制御部４２は、制御切り替え部４５から出力されたデューティ指令値に基づいて前
輪操舵アクチュエータ５へ供給する電力を制御する。
【００５８】
　ロジック開始・解除判断部４３は、操舵力センサ６からの操舵力（操舵トルク）と、目
標出力値生成部３２からの目標前輪舵角と、前輪操舵アクチュエータ５の実前輪舵角とに
基づいて、自励振動が発生する状況であるか否かを判断し、自励振動が発生する状況であ
ると判断した場合、制御切り替え部３４に制御フラグ＝１を出力し、自励振動が発生する
状況ではないと判断した場合、制御切り替え部３４に制御フラグ＝０を出力する。
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【００５９】
　デューティ指令補正値演算部４４は、アクチュエータ自励振動を抑制するためのデュー
ティ指令補正値を演算する。デューティ指令補正値は固定値とする。この固定値は、直前
（開始条件（偏差の所定値、操舵力の減少量）が成立する前）に算出された数回分のデュ
ーティ指令値の平均値でもよい。
【００６０】
　制御切り替え部４５は、制御フラグ＝０の場合、デューティ指令演算部４１の出力であ
るデューティ指令演算値をデューティ指令値として電流制御部４２へ出力する。一方、制
御フラグ＝１の場合、デューティ指令補正値演算部４４の出力であるデューティ指令補正
値（固定値）をデューティ指令値として電流制御部４２へ出力する。制御フラグ＝１の場
合、自励振動の発生を抑制する自励振動抑制制御が実行される。
【００６１】
　［自励振動抑制制御処理］
  実施例２の自励振動抑制制御処理は、図４に示した実施例１の処理の流れに対し、ステ
ップS5とステップS7の処理内容のみが異なるため、図４を参照し、ステップS5とステップ
S7の処理内容について説明する。
【００６２】
　ステップS5では、制御切り替え部４５において、デューティ指令補正値をデューティ指
令値とし、ステップS6へ移行する。これにより、デューティ指令値を固定する自励振動抑
制制御が実行される。
【００６３】
　ステップS7では、制御切り替え部４５において、デューティ指令演算値をデューティ指
令値とし、リターンへ移行する。これにより、目標前輪舵角に応じたデューティ指令値に
より前輪操舵アクチュエータ５を駆動する通常制御が実行される。
【００６４】
　次に、作用を説明する。
  [自励振動抑制作用]
  実施例２では、操舵力の減少に伴い自励振動が発生する状況となったとき、デューティ
指令補正値をデューティ指令値とする。ここで、デューティ指令補正値は、開始条件（偏
差の所定値、操舵力の減少量）が成立する直前に算出された数回分のデューティ指令値の
平均値としている。すなわち、ハンドル手放し直前のデューティ指令値は、切り増しや切
り戻し時のデューティ指令値よりも小さいため、デューティ指令値を直近数回の平均値に
固定することで、前輪操舵アクチュエータ５の応答性を、操舵力の減少により生じるモー
タの回転角指令値と実回転角との偏差に対し、実回転角が変更されない程度まで低下させ
ることができる。
【００６５】
　よって、モータの回転角指令値と実回転角との間の偏差が変動した場合であっても、前
輪操舵アクチュエータ５の追従遅れにより、実前輪舵角は一定の角度に維持されるため、
自励振動を抑制することができる。
【００６６】
　また、デューティ指令補正値を直近過去数回の平均値としたことで、通常制御から自励
振動抑制制御への移行時、デューティ指令値の変動が小さく抑えられるため、デューティ
指令値の変動に伴う違和感を抑制することができる。
【００６７】
　次に、効果を説明する。
  実施例２の車両用操舵制御装置では、実施例１の効果(1),(3),(4)に加え、以下の効果
が得られる。
【００６８】
　(5) 目標転舵角に基づいて、前輪操舵アクチュエータ５へ供給する電力をPWM制御する
電流制御部４２を備え、
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【００６９】
　制御切り替え部４５は、自励振動が発生する状況であると判断された場合、PWM制御の
デューティ指令値を一定に維持するため、ハンドル１０の手放し等、操舵力の減少に伴う
ギア比可変アクチュエータの自励振動を抑制することができる。
【実施例３】
【００７０】
　実施例３は、前輪操舵アクチュエータ５の回転角指令値の変化を制限する方法として、
実施例１に示した実前輪舵角を目標前輪舵角とする方法に代えて、前輪操舵アクチュエー
タの応答性（ゲイン）を下げる方法を用いる例である。
  なお、実施例３の全体構成については、図１に示した実施例１と同様であるため、図示
ならびに説明を省略する。
【００７１】
　図１０は、実施例３の操舵制御コントローラ３の制御ブロック図である。
  実施例３の操舵制御コントローラ３は、実施例１の操舵制御コントローラ３に対し、制
御切り替え部３４に代えて、目標前輪舵角補正部（自励振動抑制制御手段）３５を設けた
点で実施例１と異なるため、実施例１と異なる部分について説明する。
【００７２】
　ロジック開始・解除判断部３３は、操舵力センサ６からの操舵力（操舵トルク）と、目
標出力値生成部３２からの目標前輪舵角と、前輪操舵アクチュエータ５の実前輪舵角とに
基づいて、自励振動が発生する状況であるか否かを判断し、自励振動が発生する状況であ
ると判断した場合、目標前輪舵角補正部３５に制御フラグ＝１を出力し、自励振動が発生
する状況ではないと判断した場合、目標前輪舵角補正部３５に制御フラグ＝０を出力する
。
【００７３】
　目標前輪舵角補正部３５は、制御フラグ＝０の場合、目標出力値生成部３２の出力であ
る目標前輪舵角演算値を補正することなく目標前輪舵角として前輪操舵コントローラ４へ
出力する。一方、制御フラグ＝１の場合、目標前輪舵角演算値を減少補正した値を目標前
輪舵角として前輪操舵コントローラ４へ出力する。制御フラグ＝１の場合、自励振動の発
生を抑制する自励振動抑制制御処理が実行される。ここで、減少補正の方法については任
意の方法を用いることができる。
【００７４】
　［自励振動抑制制御処理］
  実施例３の自励振動抑制制御処理は、図４に示した実施例１の処理の流れに対し、ステ
ップS5とステップS7の処理内容のみが異なるため、図４を参照し、ステップS5とステップ
S7の処理内容について説明する。
【００７５】
　ステップS5では、目標前輪舵角補正部３５において、目標前輪舵角演算値を減少補正し
た値を目標前輪舵角とし、ステップS6へ移行する。これにより、前輪操舵アクチュエータ
５のゲインを小さくする自励振動抑制制御が実行される。
【００７６】
　ステップS7では、目標前輪舵角補正部３５において、目標前輪舵角演算値を目標前輪舵
角とし、リターンへ移行する。これにより、目標前輪舵角演算値を目標前輪舵角とする通
常制御が実行される。
【００７７】
　次に、作用を説明する。
  [自励振動抑制作用]
  実施例３では、自励振動が発生する状況であると判断された場合、目標前輪舵角補正部
３５により目標前輪舵角を減少補正し、目標前輪舵角と実前輪舵角との偏差を小さくする
ことで、前輪操舵アクチュエータ５のゲイン（応答性）を下げることができる。
【００７８】
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　よって、モータの回転角指令値と実回転角との間の偏差が変動した場合であっても、前
輪操舵アクチュエータ５の追従遅れにより、実前輪舵角は一定の角度に維持されるため、
自励振動を抑制することができる。
【００７９】
　次に、効果を説明する。
  実施例３の車両用操舵制御装置では、実施例１の効果(1),(3),(4)に加え、以下の効果
が得られる。
【００８０】
　(6) 目標前輪舵角補正部３５は、自励振動が発生する状況であると判断された場合、自
励振動が発生しない状況であると判断された場合よりも前輪操舵アクチュエータ５のゲイ
ンを小さくするため、ハンドル１０の手放し等、操舵力の減少に伴うギア比可変アクチュ
エータの自励振動を抑制することができる。
【００８１】
　（他の実施例）
  以上、本発明を実施するための最良の形態を、実施例１～３に基づいて説明したが、本
発明の具体的な構成は、実施例１～３に限定されるものではなく、発明の要旨を逸脱しな
い範囲の設計変更等があっても本発明に含まれる。
【００８２】
　例えば、前輪操舵アクチュエータ（ギア比可変アクチュエータ）の回転角指令値の変化
を制限する方法は、実施例１～３に示した方法に限られない。実施例２では、デューティ
指令値を固定する例を示したが、デューティ指令値を固定する方法に代えて、デューティ
指令値を減少補正することで前輪操舵アクチュエータの応答性を下げるような方法を用い
てもよい。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】実施例１の車両用操舵制御装置の全体システム図である。
【図２】実施例１のコントローラ１４の制御ブロック図である。
【図３】実施例１の目標値生成部３１の制御ブロック図である。
【図４】実施例１の前輪操舵コントローラ４で実行される自励振動抑制制御処理の流れを
示すフローチャートである。
【図５】ギア比可変アクチュエータの自励振動の発生メカニズムを示す回転角指令値と実
回転角のタイムチャートである。
【図６】実施例１の自励振動抑制制御を示す回転角指令値と実回転角のタイムチャートで
ある。
【図７】実施例１の手放し時におけるハンドル戻り性能を示す操舵角のタイムチャートで
ある。
【図８】実施例２の操舵制御コントローラ３の制御ブロック図である。
【図９】実施例２の前輪操舵コントローラ４の制御ブロック図である。
【図１０】実施例３の操舵制御コントローラ３の制御ブロック図である。
【符号の説明】
【００８４】
１　操舵角センサ
２　車速センサ
３　操舵制御コントローラ
４　前輪操舵コントローラ
５　前輪操舵アクチュエータ（ギア比可変アクチュエータ）
６　操舵力センサ（操舵力検出手段）
１０　ハンドル
１１，１１　前輪（操向輪）
１２　前輪操舵機構
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１３　コラムシャフト
１４　コントローラ
３１　目標値生成部
３１１　車両モデル演算部
３１２　目標値演算部
３２　目標出力値生成部
３３，４３　ロジック開始・解除判断部（自励振動発生判断手段）
３４，４５　制御切り替え部（自励振動抑制制御手段）
３５　目標前輪舵角補正部（自励振動抑制制御手段）
４１　デューティ指令演算部
４２　電流制御部（電流制御手段）
４４　デューティ指令補正値演算部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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